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＊武田、純利益46%減…4～6月、子会社売却の反動（前年1000憶円計上）
武田薬品工業が31日発表した2018年4～6月期の連結決算は、純利益が782憶円と前年同期に試
薬子会社の売却益約1000憶円を計上しており、反動が出た。主力の新薬は大きく伸びたが、全体を
補えなかった。業績面での手がかりも欠き、ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ製薬大手ｼｬｲｱｰの買収手続きが進む中、株価
の戻りはまだ鈍い。売上高は微増の4498憶円。主力の潰瘍性大腸炎・ｸﾛｰﾝ病治療薬「ｴﾝﾃｨﾋﾞｵ」の
売り上げが34%増、血液がん治療薬「ﾆﾝﾗｰﾛ」も伸びた。地域別では米国が8%増収。全体をけん引。
円高による減収の影響を吸収。本業は好調だ。為替や事業売却などの影響を除いた「ｺｱ利益」（武
田が経営指標とする）は1167憶円と40%増えた。

＊第一三共、純利益18%減…4～6月　薬の特許切れ影響
第一三共が31日発表した2018年4～6月期の連結決算は純利益が前年同期比18%減の239憶円だっ
た。新薬の抗凝固薬「ｴﾄﾞｷｻﾊﾞﾝ」の販売は69%増と好調だったが、主力の高血圧症治療薬「ｵﾙﾒｻﾙ
ﾀﾝ」が特許切れで低迷した。4月の薬価引き下げの影響を受けて採算も悪化した。「新薬に注力し、
伸ばす」と斎CFOが語った。
＊ﾊﾟｷｽﾀﾝ　重い対中債務…新政権、財政難抱え11日にも発足
7月25日のﾊﾟｷｽﾀﾝ総選挙で第1党になったﾊﾟｷｽﾀﾝ正義運動（PTI)が8月11日にも新政権を発足させ
る見通しになった。社会保障の充実などを掲げるが、財政は火の車だ。前政権が中国の支援で進
めたｲﾝﾌﾗ事業で対外債務がかさむ一方、外貨準備は大幅減。国際通貨基金（IMF)へ支援要請が
予想されるが、軍部、中国の反発は必至だ。米国も融資が債務返済に回る可能性を懸念し反対の
姿勢。重荷を背負った形での船出になる。

＊建機・工作機械　中国に陰り…受注低調　投資鈍化や貿易戦争警戒
建設機械や工作機械、産業用ﾛﾎﾞｯﾄなど、ものづくり関連のﾒｰｶｰを支えてきた中国の「爆買い」が収
まりつつある。中国向けの受注減や機械稼働の落ち込みが鮮明になってきた。米中の貿易摩擦に
よる落ち込みが鮮明になってきた。米中の貿易摩擦などが影を落とし、この先の成長力にも陰りが
見え始めている。日立建機が公表する中国の油圧ｼｮﾍﾞﾙの需要は6月に前年同月比で32%増に留ま
り、2倍前後の伸びが続いた17年に比べ過熱状態は収まった。ｺﾏﾂの建機の平均稼働時間は6月ま
で5ヵ月連続の前年割れ。そうしたなか、次なる収益源に集まる。建機業界では石炭や鉄鉱石の採
掘に用いる超大型のﾀﾞﾝﾌﾟなどの鉱山機械の好調が目立つ。

＊日韓化粧品、中国で潤う…訪日客が継続購入
中国の化粧品市場で日韓ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの勢いが目立つ。ｺｰｾｰや資生堂など日本勢は訪日客の購入を通
じて認知度や評価を高め、韓国のｱﾓｰﾚﾊﾟｼﾌｨｯｸｸﾞﾙｰﾌﾟは若者の間で支持を広げる。中国は仏ﾛﾚｱ
ﾙが牙城としてきたが、2018年の輸入額は韓国と日本が1、2位を占める公算。消費者の嗜好が変わ
り、欧米ﾌﾞﾗﾝﾄﾞを使う満足よりも自分の肌に合うかを重視するようになったことが影響している。

＊金融引き締め　内需鈍る…東南アPMI　2ヵ月連続低下
東南ｱｼﾞｱ経済に減速懸念が出てきた。日本経済新聞社が1日発表した7月の東南ｱｼﾞｱ諸国連合
（ASEAN)製造業PMI（購買担当者景気指数）は2ヵ月続けて低下し、生産高見通しは過去最低を更
新した。相次ぐ金融引き締めで内需の伸びが鈍り、米中貿易戦争も景気の先行きに影を落とし始め
た。ここにきて、好調な内需に冷や水を浴びせたのが相次ぐ金融引き締めだ。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱやﾌｨﾘﾋﾟﾝの
中央銀行が通貨防衛のための利上げを繰り返し、経営者や消費者の心理が弱気に傾きやすくなっ
ている。三井住友ｱｾｯﾄの佐野氏は「人民元が下げ止まればｱｼﾞｱ通貨が安定し、金融引き締めに
いったん歯止めがかかる」とみる。

＊東南ア　自由はひ弱な花…ｶﾝﾎﾞｼﾞｱで与党圧勝
総選挙で与党ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ人民党（CPP)が圧勝したという発表は、ｶﾝﾎﾞｼﾞｱに悲しみをもたらし、米国も
EUも、信頼性に欠ける選挙だと非難した。1985年から首相を務めるﾌﾝ･ｾﾝ氏は、世界で最も深く根
を下ろした独裁者の一人となる。93年に国連支援で選挙が実施された。選挙で敗れながらも、ﾌﾝ･ｾ
ﾝ氏は98年に一党支配を再開。その後20年間、政治権力の掌握を強めてきた。だが、ｶﾝﾎﾞﾞｼﾞｱに民
主主義が根付かなかったことは、政治的自由が東南ｱｼﾞｱではひ弱な花であることにを改めて思い
起こさせる。独裁的な中国が域内で勢力を拡大している文脈で捉えればなおのことだ。民主主義の
後退はｶﾝﾎﾞｼﾞｱだけでなく、ﾀｲ、ﾐｬﾝﾏｰ、ﾏﾚｰｼｱなど。東南ｱｼﾞｱにおける独裁と民主主義のせめぎ
合いは微妙な釣り合いを生み出している。

＊貿易戦争激化に備え…中国、景気重視に　過剰債務　棚上げも
中国共産党が31日の政治局会議で「景気優先」の経済運営にｶｼﾞを切った背後には、ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権
との間で激化する貿易戦争への危機感がある。ｲﾝﾌﾗ投資を増やして景気の下揺れを防ぐ構えだ
が、10年前のﾘｰﾏﾝ･ｼｮｯｸ後に積み上がった過剰債務の削減は先送りされかねない。中国政府はす
でにｲﾝﾌﾗ投資の拡大に動き始めている。「中西部のｲﾝﾌﾗはまだ脆弱だ。有効な投資で弱い部分を
補強すれば、地域間の格差を縮めるだけでなく、経済にかかる下押し圧力への対応にも役立つ」と
李首相は述べる。景気が急減速すれば習氏の責任を問う声が上がるとみる。

＊ｻﾑｿﾝ、ｽﾏﾎ暗雲…部門営業益3割減（4～6月）
韓国ｻﾑｿﾝ電子のｽﾏﾎ事業に暗雲がただよってきた。31日発表した2018年4～6月期連結決算は、ｽ
ﾏﾎ部門の営業利益が2兆6700億㌆（約2640憶円）前年同期比34%減った。調査会社の直近のﾃﾞｰﾀ
ではｲﾝﾄﾞ市場で2位に後退し、中国ではｼｪｱがｾﾞﾛ%台に下がった。「「折り畳み式」ｽﾏﾎの発売で巻き
返しを狙うが、先行きは不透明だ。
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＊ｽｽﾞｷ、日印両輪が奏功…4～6月最終、最高益
ｽｽﾞｷの業績が堅調だ。2日発表の2018年4～6月期の連結決算は純利益が前年同期比31%増の859
憶円と4～6月期で過去最高だった。ｲﾝﾄﾞで自動車販売が伸び、国内も好調。日印の両輪で大幅増
益となった。2030年に世界販売台数を前期実績の322万台から700万台と約2.2倍に増やす壮大な
構想に向け、快調なｽﾀｰﾄを切った。四輪車の世界販売は前年同期比16%増、ｲﾝﾄﾞで主力車「ｽｲﾌﾄ」
が伸び同26%増。国内は9%増。「ｽﾍﾟｰｼｱ」など新型車が貢献。20年ぶりに「ｼﾞﾑﾆｰ」を全面改良し人
気を集める。規模拡大の具体策が焦点。

＊中国株　時価総額が急減…景気減速懸念も拍車
米中貿易摩擦が重荷になり、中国株が下げ止まらない。景気の減速懸念も中国株の下落に拍車を
かけている。一方、摩擦の影響が中国より小さい日本株は底堅く推移。一時は日本株を大きく上
回った中国株の時価総額は日本株を下まわり、両者の差は1兆㌦（111兆円）に開いた。貿易摩擦問
題は短期間で収束しないとの見方が多く、投資家はその影響度合いで投資先を選別し始めた。
貿易摩擦の激化で中国景気が減速すれば日本企業も影響を免れない。

＊ｴｰｻﾞｲ、純利益26%増…4～6月　好採算の新薬けん引
ｴｰｻﾞｲが1日発表した2018年4～6月期の連結決算は、純利益が前年同期比26%増の123憶円だっ
た。主力の抗がん剤「ﾚﾝﾋﾞﾏ」など新薬群が好調だった。米製薬大手ﾒﾙｸとの提携に伴い研究開発
費の負担が減ったことも貢献した。売上高に当たる売上収益は8%増の1533憶円だった。ﾚﾝﾋﾞﾏや抗
てんかん剤「ﾌｧｲｺﾝﾊﾟ」など好採算の主力4製品が30%増収となり全体をけん引。4月の薬価改定によ
る減収の影響、約50憶円を吸収した。19年3月期の業績予想は据え置いた。

＊中国、家計債務が急増…金融不安の火種にも
中国の家計債務が危険水準に近づき、新たな火種になろうとしている。08年のﾘｰﾏﾝ・ｼｮｯｸ後、地方
政府系企業や国有企業が銀行からの借り入れを増やし、ｲﾝﾌﾗや不動産開発。これで世界同時不
況を乗り切ったが企業の債務が膨らんだ。中国政府は慌てて企業債務の圧縮に動いたが、その陰
で家計債務のGDP比も12年の29.7%から17年に48.4%に上昇した。原因は住宅ﾛｰﾝの増加だ。住宅
価格の上昇で個人の借り入れ額が大きく成り続けている。今後、住宅ﾛｰﾝの審査が厳格になると予
想されるが「政府は住宅価格の下落を容認できない」との意見がある。価格下落は、先に住宅を取
得した都市部の「持つ者」を直撃する。家計の資産が目減りし、住宅ﾛｰﾝだけ残る。1949年まであっ
た南京の旧国民党政権が倒れたのは「持つ者」の反乱だ。価格下落に向かえば矛先は共産党政権
に向かいかねない。

＊ﾄﾖﾀ　現地販売最高に「BMW　ｺｽﾄ390憶円増」…中国の対米関税
米中の貿易摩擦の余波により、中国の輸入車市場で明暗が分かれている。日本からの輸入分につ
いては関税が下がったﾄﾖﾀ自動車は、7月の販売台数が単月で過去最高となった。独BMW、米ﾃｽﾗ
が逆に米国から中国への輸出車輛の関税が引きあがり、現地で値上げを余儀なくされた。米中摩
擦が自動車ﾋﾞｼﾞﾈｽを大きく揺るがしている。中国政府は貿易赤字削減を求めるﾄﾗﾝﾌﾟ米政権に歩み
より、5月に輸入乗用車の関税を25%から15%に引き下げた。その後、米中摩擦が強まったが実施日
が7月1日。米国製自動車に限って15%から40%に関税を引き上げた。この余波を大きく受けたのが独
BMW。関税引上げによる影響が約3億ﾕｰﾛ（約390憶円）に上る。貿易摩擦は自動車ﾒｰｶｰに戦略の
見直しを迫っている。

＊米、対中強硬一段と…副作用より選挙優先「第3弾　25%の上げ」
11月に中間選挙を控え、ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領は「人気取り」効果が高い対中強硬策に傾いている。米景
気拡大と欧州との関税合戦の休戦で、持久戦への自信を深める米国。中国が引き気配もなく、米中
貿易戦争は泥沼の「ﾁｷﾝﾚｰｽ」の様相を強めている。もっとも、現状は米側が優勢に見えるが、「ﾁｷﾝ
ﾚｰｽ」は双方にとってﾘｽｸが高い。中国側が関税面だけでなく、米企業の中国投資制限や「不買運
動」などの報復措置をとる懸念は歪めない。習政権にとっては、対米輸出の落ち込みで景気が急減
速すれば責任論に発展しかねない。

＊米ﾊｲﾃｸ、中国拠点拡大…巨大市場でAI開発「米議会『中国利す』反発」
米国のﾊｲﾃｸ企業が相次ぎ中国拠点の拡大に動いている。米中貿易戦争が激化するなか、自動運
転などを支えるAIの研究が進む巨大市場での商機をにらみ、現地での新技術の開発を強化する。
中国側には先端技術を取り込むとともに、米国のﾄﾗﾝﾌﾟ政権と企業を分断する狙いがありそうだ。8
億人のﾃﾞｰﾀ‥米ｸﾞｰｸﾞﾙが中国当局の検閲を容認する形で同国向け検索ｻｰﾋﾞｽの立ち上げを検討
している。ｸﾞｰｸﾞﾙが中国事業の拡大を急ぐのは、中国が8億人に近い世界最大のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ利用者
を抱える巨大市場だからだ。米ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸも7月、香港法人を通じ全額出資の子会社を浙江省杭州
市の技術開発拠点を設けAIなどの技術を開発するようだ。次世代原発（ﾏｲｸﾛｿﾌﾄのﾋﾞﾙ・ｹﾞｲﾂが進
める）や超高速輸送ｼｽﾃﾑ（ﾃｽﾗ創業者のｲｰﾛﾝ・ﾏｽｸ氏提唱）は環境への負荷が小さい、有望な技
術だが、巨額の投資が必要なため米国など多くの国で建設は進まない。中国は政府が主導、実用
化の可能性は高い。中国は先端技術を吸収する狙いだ。中国側には別の思惑もありそうだ。

＊米産大豆　輸入3.8倍に…EU、中国高関税が影響
EUの欧州委員会は1日、7月のEU圏への米国産大豆の輸入量が前年同月の3.8倍に拡大したと発
表した。全輸入量に占める米国産の比率も9%から37%へ拡大。有力輸入先だった中国が報復処置と
して高関税を適用。EUにとって主力輸入先のﾌﾞﾗｼﾞﾙ産の大豆を中国と奪い合う形となり、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ産
の価格高騰を招いた。その結果、行き場を失って割安になった米国産が欧州の輸入業者が輸入を
増やしている。
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＊台湾製造業、米に生産網…中国集中、貿易戦争で転換
台湾の製造業に米国で生産網を築く動きが広がってきた。ﾌｧｸﾄﾘｰｵｰﾄﾒｰｼｮﾝ（FA)機器大手の研華
（ｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸ）が米工場の増強を決め、液晶ﾊﾟﾈﾙやｻｰﾊﾞｰなどの工場の建設計画も相次ぐ。台湾勢
は中国で集中生産し、最大市場の米国に供給するｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ（供給網）を築いてきた。米中貿易戦
争や人件費高騰で中国生産の優位が崩れると判断し、生産網の再編に踏み込む。研華ﾅﾝﾊﾞｰ2の
何氏は中国産は「今後制裁関税の対象になるかもしれない」とし、「米国生産でﾘｽｸを分散する」と述
べた。もう一つは中国生産のｺｽﾄ優位が薄れている。何氏は「米中の製造ｺｽﾄは人件費以外はほと
んどかわらない。米の自動化の進歩で差が縮まる」と指摘。

＊中国、貿易戦争　手詰まり感…少ない余力　切り札LNGで対抗
中国政府が3日、600憶㌦（約6兆7千億円）分の米国製品に追加関税をかける新たな対抗措置を発
表し、米中の貿易戦争は報復の応酬が激しさを増している。中国側には新たな対抗策を打ち出す余
力がなくなりつつあり、ﾄﾗﾝﾌﾟ米政権をこれ以上、刺激したくないという本音ものぞき始めた。注目を
集めるのが、最大となる25%の追加税率を適用する品目に、液化天然ｶﾞｽ（LNG)が含まれたこと。米
国にとって中国はﾒｷｼｺ、韓国に次ぐ3番目の輸出国。中国は「弾切れ」覚悟の反撃か！

＊人民元安　中国ｼﾞﾚﾝﾏ…輸出下支え　捨てがたく「投機筋の空売り抑制」
中国が為替管理にｼﾞﾚﾝﾏを抱えている。急激な人民元安に歯止めをかけるため、中国人民銀行は6
日から投機筋による空売りを抑制する強硬策を実行に移したが、米中貿易戦争が過熱する中、元
安による輸出の下支え効果は捨てがたい。元、中国株とも安値を更新するなか、望む「緩やかな元
安」をどう実現するか。かじ取りは難しさを増している。資本流出を警戒・・唐突な強硬策の復活は元
安が資本流出への思惑を掻き立てる恐れがあるからだ。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　「100万円ｶｰ」攻防…ﾄﾖﾀ牙城にﾎﾝﾀﾞ挑む
東南ｱｼﾞｱ最大の自動車市場ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで、100万円程度の低価格車でｼｪｱ7割を握るﾄﾖﾀ自動車にﾎﾝ
ﾀﾞや中国勢が挑んでいる。ﾎﾝﾀﾞは新興国専用車を約7年ぶりに刷新。上海汽車集団は米GMとの合
弁で販売を伸ばす。ｲﾝﾄﾞﾈｱｼｱ市場は日系ﾒｰｶｰのﾐﾆﾊﾞﾝが主体。だが、核家族化や政策によって、
より低価格の車が勢いづくとみられ、各社の攻防が激しさを増す。ｼﾞｬｶﾙﾀ郊外で業界団体主催の自
動車ｼｮｰ。「ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの為に開発しました」。ﾎﾝﾀﾞ現地社長が宣言。ｵﾚﾝｼﾞ色の小型車「ﾌﾞﾘｵ」が登
場。内装、外装など担当ごとに6人置いた部下は全員がﾀｲ人。核家族化が進んだｲﾝﾄﾞﾈｼｱでは2台
目に小型車をもつ家庭が増えている。国も小型車の奨励策を導入。ﾄﾖﾀ＋ﾀﾞｲﾊﾂでｼｪｱ7割を握る牙
城にﾎﾝﾀﾞが挑む。

＊東南ア新車販売4%増…1～6月　過去2番目の高水準
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の2018年1～6月の新車販売台数は、前年同期比の約169万8千台となった。過
去最高だった13年の同じ時期（182万台）に次ぐ高水準となった。伸びが最も多いのはﾀｲで19%増の
約48万9千台。輸出主導の景気回復が消費に波及し始め、新車販売も16年を底に上向く。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
は4%増の約55万台。同国とﾀｲが市場をけん引。ﾌｲﾘﾋﾟﾝは、ﾏｲﾅｽ成長。ﾍﾞﾄﾅﾑも輸入規制の影響で
前年割れ。

＊伊藤忠・住商も最終増益…4～6月、非資源分野けん引
総合商社7社の2018年4～6月期連結決算が3日までに出そろい、7社すべてが増益だった。この日
発表した伊藤忠商事の純利益は1133憶円と前年同期比5%増え、住友商事は17%増の913憶円と最
高益だった。ともに石炭などの資源分野に加え、食料やｲﾝﾌﾗなど非資源分野もけん引した。伊藤忠
はその他を除く7部門中6部門が増益。特にｺﾝﾋﾞﾆなど食料、北米向け建材やﾊﾟﾙﾌﾟなど住生活、情
報・金融といった非資源がけん引。住友商事の利益は913億円。の進捗率は約29%に達した。ｱｼﾞｱ
での電力設備の建設などが好調で非資源分野の利益が9%増の728憶円と過去最高だった。米中貿
易摩擦による直接的な影響はないが「資源価格が下落傾向、米関税引き上げの影響も不透明」（住
商の高畑恒一CFO)と慎重に見ている。

＊ﾐｬﾝﾏｰ、小売り・卸の外資容認…制度の曖昧さ、徐々に解消
ﾐｬﾝﾏｰの政府は小売・卸売業ぼ外資容認にｶｼﾞを切った。大型ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞﾓｰﾙによる雇用創出や都市
活性化の効果を期待している。5月に公表された通達で、小売業では外資の出資比率が80%を超え
る場合に300万㌦（約3億3千万円）以上の初期投資が必要などと定めた。国内の小規模店と競合す
るためで、売り場が929㎡未満の店舗は認めない。いち早く関心を示したのがｲｵﾝだ。ﾐｬﾝﾏｰ政府は
政策づくりのﾉｳﾊｳが乏しく、制度設計の不備や朝令暮改も珍しくない。徐々に話し合いで明確に。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ5.27%成長…4～6月　公務員賞与増、消費伸び
4～6月期のｲﾝﾄﾞﾈｼｱの実質国内総生産（GDP）成長率が5.27%だったと発表した。公務員賞与の増
額などでGDPの5割強を占める個人消費の伸び率が1～3月期が5.14%。軍人や警察官を含む公務
員とその退職者に支払う賞与を大幅に増額し、消費ﾏｲﾝﾄﾞを刺激した。4月4.1%増、5月は8.35増、6
月も6.8%（速報値）増と、消費は回復傾向にある。道路工事などｲﾝﾌﾗ工事で地元住民を雇用して日
当を支払う制度を導入したことで公共工事が増えた。”禁じ手”であるﾊﾞﾗﾏｷ政策が奏功した形だ。
通貨ﾙﾋﾟｱは年初から6%程度下落していて、輸入品の価格が上昇し、消費ﾏｲﾝﾄﾞに影を落とす。景気
の先行きは楽観できない。
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＊ｱｼﾞｱ物価上昇続く…ﾌｨﾘﾋﾟﾝ7月5.7%　原油高・通貨安で
ｱｼﾞｱの新興国で物価上昇が加速している。ﾌｲﾘﾋﾟﾝの7月の消費者物価指数（CPI)の上昇率は前年
同月比5.7%と7ヵ月連続で上昇した。ｲﾝﾄﾞのCPIは3ヵ月連続で上昇幅が拡大。原油高や通貨安など
が背景にある。各国はインフレ抑制へ相次ぎ連続利上げに踏み切っている。ﾍﾞﾄﾅﾑの7月のCPI上昇
率は4.46%と前月よりやや減速したものの、4月まで3%前後で推移していた状況からはﾍﾟｰｽが早まっ
ている。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの足元の物価上昇率は落ち着いているが、原油の純輸入国であるため、ｲﾝﾄﾞと同
様に原油高や通貨安が物価上昇を加速させるﾘｽｸを抱える。

＊商用車、東南ｱ拠点拡大…中国勢進出に先手
いすゞ自動車や三菱ふそうﾄﾗｯｸ・ﾊﾞｽなどなど日本の商用車ﾒｰｶｰ各社が、東南ｱｼﾞｱの販売・保守
整備の拠点拡大に動いている。中国勢 が安価な製品で日本勢の牙城に触手を伸ばそうとしてい
る。いすゞは、新たに高速道路や物流倉庫が設けられている地域を中心に拠点を広げていく。今後5
年間で200億円の投資計画。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでは現在の3割増、ﾍﾞﾄﾅﾑでは30ヵ所から倍増させる。ﾀｲは既
存拠点を拡張。三菱ふそうも東南ｱｼﾞｱの拠点網を見直す。今後2年間でﾀｲの拠点数を10ヵ所から倍
増。ｼｪｱ首位のｲﾝﾄﾞﾈｼｱでも拠点を増やす予定。いずれも日本は小型ﾄﾗｯｸのｼｪｱが高い。しかし、
今後は高速道路網の整備に伴って、大型ﾄﾗｯｸの販売が伸びそう。中大型ﾄﾗｯｸ市場は17年18.4万台
が20年は4.5%増の19.2万台に増える見通し。中国ﾒｰｶｰは中大型ﾄﾗｯｸ市場で世界ｼｪｱ2～4位を占め
ている。「中国勢が東南ｱｼﾞｱの開拓に本腰を入れる前に拠点網の拡充に動く必要がある」（英調査
会社）。

＊中国で無人店舗ﾌﾞｰﾑ…エンタメ性で誘客も
AIやｽﾏﾎ決済を駆使し、雨後のたけのこのように無人店が乱立する中国。実店舗が人件費を抑え、
ｺｽﾄ面で優位に立つｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通販への対抗手段として期待される反面、現状は単なるﾌﾞｰﾑの域を
抜き出せていない。利便性を重視するあまり「買い物の楽しさ」という、実店舗がﾈｯﾄ通販に勝る唯
一の利点をそぎ落としている。これでは企業が売りたい商品ばかり並べ、消費者にそっぽを向かれ
た百貨店やｽｰﾊﾟーの二の舞になりかねない。

＊「韓流」動画も着々…CJｸﾞﾙｰﾌﾟ、ｱｲﾄﾞﾙ音楽番組など
韓国のｺﾝﾃﾝﾂ輸出が動画配信に乗り、勢いを増している。担い手はﾒﾃﾞｨｱ大手のCJｸﾞﾙｰﾌﾟ。音楽番
組などを自社運営のｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞや衛星放送で流すばかりでなく、米ﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽなど世界の巨大な動
画ｻｰﾋﾞｽと配信契約を結び、韓流ｺﾝﾃﾝﾂの「出口」を広げている。ｽﾏﾎ視聴に適した番組の制作力を
高めるなど、布石を打つ。
輸出額は日本の6倍‥日本も「ｸｰﾙｼﾞｬﾊﾟﾝ」を旗印にｺﾝﾃﾝﾂ輸出を官民で推進するが、韓国の後じ
んを拝している。韓国政府機関の韓国ｺﾝﾃﾝﾂ振興院によると、放送関連のｺﾝﾃﾝﾂ産業の2016年の
輸出額は20憶2400万㌦（約2456憶円）。日本の6倍。日本は海外展開を目指し、2000年前後に関連
ﾌｧﾝﾄﾞの設立が相次いだ。ただ、その大半が失敗したとされ、13年設立の官民ﾌｧﾝﾄﾞ、海外需要開拓
支援機構は44憶円の損失を抱える。最近は立て直しを図る。

＊中国ﾈｯﾄ金融　破綻急増…330社　債務不履行4900億円「投資家に打撃」
中国でｽﾏﾎなどを通じ個人の資金を融通するｲﾝﾀｰﾈｯﾄ金融の破綻が相次いでいる。2018年に入り
約330社に達し、債務不履行額は少なくとも300憶元（約4900憶円）にのぼる。個人投資家による抗
議活動も広がっている。習近平指導部による債務の削減方針が背景にあるが、多発する不履行は
個人の投資意欲を失わせ、株価低迷の一因になっている。

＊消費関連事業へ急旋回…ﾐｬﾝﾏｰのSPAｸﾞﾙｰﾌﾟ
ﾐｬﾝﾏｰ財閥ｻｰｼﾞ・ﾊﾟﾝ・ｱﾝﾄﾞ・ｱｿｼｴｲﾂ（SPA)ｸﾞﾙｰﾌﾟが飲食、自動車、電子ﾏﾈｰなど消費関連事業を
急拡大している。蒸留酒世界大手や中国火鍋有名店と提携した。中核の不動産事業では価格下落
の逆風が吹く。ｸﾞﾙｰﾌﾟ3社を上場させる透明性の高さを武器に、規制緩和を受けて新規参入を目指
す外資企業と組んで消費市場を取り込む。不動産への依存度を半分以下にする目標を設定。

＊ﾏﾊﾃｨｰﾙ首相来日…国産車構想　協力求む「憲法に平和条項」
ﾏﾚｰｼｱのﾏﾊﾃｨｰﾙ首相は7日、自身が掲げる国産車構想に関し、「日本の協力は不可欠」と述べ、日
本のﾒｰｶｰに協力を求める考えを示した。三菱自動車の協力で国民車ﾒｰｶｰのﾌﾟﾛﾄﾝを立ち上げた
が、近年の生産は低迷。新たなﾒｰｶｰの立ち上げに意欲。それと「自衛以外の戦争を憲法で否定し
ている」と評価し、「ﾏﾚｰｼｱも同様にしたい」と話した。

＊ﾀﾞｲｷﾝ、5年連続最高益…4～6月最終17%増　通期達成へ好発進
ﾀﾞｲｷﾝ工業が7日発表した2018年4～6月期の連結決算は、純利益前年同期比17%増の596憶円だっ
た。同期間として5年連続で過去最高となった。通期では6期連続の営業最高益を見込んでいる。主
要市場である中国や米国に加え、新興国でも普及価格帯の製品が好調だ。ただ、米国の追加関税
に伴う鉄鋼の価格上昇は営業減益要因となる（約80憶円）。今後の影響は注視する必要がある。

＊ｸﾞｰｸﾞﾙ中国復帰「歓迎」…検閲受け入れ迫る
中国共産党機関紙の人民日報は7日、米交流ｻｲﾄのﾌｪｲｽﾌﾞｯｸなどで「米ｸﾞｰｸﾞﾙが中国市場に戻っ
てくることを歓迎する」とｺﾒﾝﾄした。人民日報は登校で中国のﾈｯﾄ利用者が8年前の2倍以上に増え
た例を挙げ、「撤退の判断は大失敗だ。中国のﾈｯﾄが発展する黄金期の商機を逃がした」と指摘。た
だ、7日夜にはｸﾞｰｸﾞﾙに関するｺﾒﾝﾄは削除された。
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2018/8/14 経済 ＊中国紙おむつ　日本製勢い…花王「ｼｪｱ　5年で3倍」、P&G「挽回狙う」
世界最大の紙おむつ市場である中国で、業界の勢力図が変わりつつある。肌触りなどに優れる日
本製が伸びる一方、中価格帯を主力とする世界最大手、米P&Gはｼｪｱ低下が著しい。経済成長の
恩恵を受け、親の関心も独占してきた「一人っ子世代」が育てる側に回った結果、高級志向とｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ通販の普及という２つの構造変化が起きているためだ。出生減でも「成長期待」「ﾍﾞﾋﾞｰ用品　一
人当たりの金額増」‥一人っ子政策は廃止されたが、予想されたほど伸びていない。しかし、18年
の中国のﾍﾞﾋﾞｰ用品市場は17年比16.6%増の3兆元（約48兆円）になる見通し。19年以降も年率2桁の
成長が見込まれる。

＊ｲﾝﾄﾞ株投信　資金の流入活発…貿易摩擦の影響少なく
個人投資家の間でｲﾝﾄﾞの株式を対象とした投資信託の人気が高まっている。過去1年でおよそ3300
憶円の資金が流入した。経済成長を背景にｲﾝﾄﾞ株指数は約2割上昇し、過去最高値を更新してい
る。最近は米中貿易摩擦の影響の小さい国としても注目される。規模が大きく成りすぎたとして、一
部運用会社では顧客からの購入申し込み受付の一時停止を検討し始めた。

＊米企業、好況で24%増益…日欧ｱｼﾞｱも1～2割増「摩擦、年後半に懸念」
米国をけん引役に、世界の企業業績が拡大している。米主要企業の2018年4～6月期の純利益は
前年同期より2割強増えた。大型減税や好景気を両輪に、資源や金融など幅広い業種が稼ぐ。4～6
月期は日本やｱｼﾞｱ、欧州も1～2割の増益となった。好調な企業部門が株高につながる構図だが、
米中貿易摩擦で18年後半は予断を許さない状況だ。

＊ｽﾏﾎ王者　新味欠く「ｻﾑｽﾝの新型高級機」…迫る中国勢
韓国ｻﾑｽﾝ電子は9日、米ﾆｭｰﾖｰｸで前年より約1ヵ月早く新型の高級ｽﾏﾎを発表した。電池容量を2
割増やした。業績で米ｱｯﾌﾟﾙと明暗が分かれる中、発売を前倒ししで挽回を図る。だが新製品は「新
味に欠ける」との声が上がり、ｽﾏﾎ世界首位の座が揺らぐ恐れがある。

＊ﾊﾞｲｵ関連会社　急性膵炎薬治験…武田薬品が協力
韓国ｻﾑｽﾝｸﾞﾙｰﾌﾟでﾊﾞｲｵ医薬品を開発するｻﾑｽﾝﾊﾞｲｵｴﾋﾟｽは13日、日本の武田薬品工業の協力を
得て、急性膵臓（すいぞう）炎治療薬の臨床試験（治験）を始めると発表した。ｻﾑｽﾝが日本の製薬
大手と組んで新薬開発に取り組む初のｹｰｽになる。ｻﾑｽﾝは業界で後発。武田は治験を安全で効率
的に進め、新薬の製造販売承認を得るﾉｳﾊｳなどを提供する。ｱﾙｺｰﾙ消費量の増加に伴って男女と
も年々増える傾向にある。

＊人民元遠い国際通貨…相場安定優先、干渉強まる「切り下げ3年」
2015年の人民元切り下げから11日で3年が経過した。ﾚｰﾄを市場実勢に近付ける制度改革は、国際
通貨基金（IMF)の特別引き出し権（SDR)構成通貨入りという成果につながったが、足元でむしろ人
民元売りへの対応で通貨当局は管理色を強めている。外貨準備で元を採用する動きも広がらず、
習近平国家主席が目指す国際通貨への道のりは遠い。IMFによると世界の外貨準備に占める元の
割合は1.4%弱。決済ｼｪｱは2%に届かない。恣意的な制度変更や使い勝手の悪さが元の普及を妨げ
ている。

＊中国、家計負債の急膨張懸念…住宅ﾛｰﾝ融資枠厳しく
中国人は貯金をしっかりする倹約家と評判だったが、最近借金が急増している。経済成長は減速し
貿易戦争も激化するなか、消費者の需要で景気は支えられるのか。中国人は国内総生産（GDP)の
46%を貯蓄している。当局が懸念を強めているのは家計負債の膨張だ。銀行の家計への融資は
2015年6月以来、73%増え、銀行融資の3分の1強に達した。中国の家計は世界有数の借金漬けに
なった。借金の大半は不動産購入に使われている。消費者の景況感は不動産価格の上昇に連動
する。借金を制限すれば住宅価格は暴落し、経済活動は委縮するが、放置できない。中国政府はど
うすべきか。

＊中国、車輸入最高に…7月、関税下げで　米からは低調
中国の自動車の輸入が2018年7月に単月として過去最高を記録した。7月1日から乗用車の関税を
25%から15%に下げたため。車の輸出拡大もあって日本や欧州は中国向け輸出を大幅に増やしたが
米国は振るわなかった。中国が米国の追加関税への対抗措置として7月6日から車など関税を25%
上乗せしたため。貿易戦争が米国の対中輸出に響き始めた。中国税関総署が8日発表した7月の貿
易統計によると車輸入の金額は前年同月比7割増の73億㌦（約8100憶円）、台数も5割増の16万5千
台といずれも過去最高。

＊ｲﾝﾄﾞ　ﾈｯﾄ出前繁盛…飲食店から宅配　ﾒﾆｭｰ多彩
ｲﾝﾄﾞでｲﾝﾀｰﾈｯﾄを利用した食事の宅配市場が急拡大している。ｿﾞﾏﾄ・ﾒﾃﾞｨｱなどｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業が
競って宅配網を整備し、市場規模は2020年に40憶㌦（約4400憶円）と17年に比べ5倍強に膨らむ見
通しだ。食生活の多様化が市場拡大を後押ししている。もともとｲﾝﾄﾞは電話1本で食料品や医薬品、
飲料水などの宅配を頼める文化が根付く。ｿﾞﾏﾄは日本の「食べﾛｸﾞ」のようなﾚｽﾄﾗﾝのｸﾁｺﾐｻｲﾄが本
業。様々な飲食店が並ぶﾑﾝﾊﾞｲ市内のﾌｰﾄﾞｾﾝﾀｰ。ﾗﾝﾁ客にに交じって行列に並ぶのが、「ｿﾞﾏﾄ」や
「ｽｳｨｷﾞｰ」のﾛｺﾞが入ったおそろいのｼｬﾂをきた配達員の姿だ。

＊一般炭、ｱｼﾞｱで高騰…熱波が影響　冷房向け電力需要膨らむ
発電燃料に使う石炭（一般炭）のｽﾎﾟｯﾄ（随時契約）価格がｱｼﾞｱ市場で上昇し、指標となるｵｰｽﾄﾗﾘｱ
産が6年半ぶりの高値圏に達した。異常な熱波や猛暑がｲﾝﾄﾞや中国を襲い、冷房向けに石炭火力
発電の需要が伸びたためだ。高騰は秋にいったん落ち着くものの、高値基調は続くとの見方があ
る。

＊ｲﾝﾄﾞ新車販売3%増　7月
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM)が10日発表した7月の新車販売は36万７千台と前年同月に比べ3%増に留
まった。全体の8割を占める乗用車は3%減の29万台と17年10月以来９ヵ月ぶりにﾏｲﾅｽ。最大手のﾏ
ﾙﾁ・ｽｽﾞｷが1%減、3位の印ﾏﾋﾝﾄﾞﾗ・ｱﾝﾄﾞ・ﾏﾋﾝﾄﾞﾗが6%減が目立った。商用車は30%増。
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＊東南ｱｼﾞｱ、ｶｰｼｪｱ広がる…配車とすみわけ模索
ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞが東南ｱｼﾞｱで広がり始めている。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙなどは車の取得費用が高く、ｶｰｼｪｱの潜在
需要がある。爆発的に普及した配車ｻｰﾋﾞｽを補完する手軽な移動手段になろうとしている。配車ｻｰ
ﾋﾞｽのｸﾞﾗﾌﾞはﾏﾚｰｼｱが創業の地。「ｶｰｼｪｱとは用途が異なり、共存する」とｸﾞﾗﾌﾞのｱﾝｿﾆｰ・ﾀｰﾝCEO
は語る。ﾏﾚｰｼｱでは韓国のｿｶｰが1月にｻｰﾋﾞｽを始めた。

＊医薬営業　ﾘｽﾄﾗの波…市場縮小、3000人削減
製薬各社が営業職に当たる医薬情報担当者（MR)を大幅に減らしている。削減数は2017年から3年
で3千人を上回る見通し。4月の薬価改定は約10兆円とされる国内医薬品市場に約7200億円のﾏｲﾅ
ｽ影響があるとみられ、収益環境は厳しさを増す。医師がｲﾝﾀｰﾈｯﾄで自ら情報を集めやすくなったこ
となどで、かって花形だったMRはｺｽﾄ削減の標的になっている。大量ﾘｽﾄﾗは成熟企業から成長企
業に人材の流出を促し、産業の新陳代謝を進めたり、ITとの融合などを進める面もある。

＊①貿易戦争　打開の道は…WTOの改革を
　　　　　　　　　　ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ大ﾊﾞｰｸﾚｰ校　ﾊﾞﾘｰ・ｱｲｹﾝｸﾞﾘｰﾝ氏
・米中双方に打撃「米中貿易戦争に収まる気配が見えない」
＝「米中双方がﾒﾝﾂを保ちつつ引き下がる道筋がみえず、両国の経済が打撃を負いかねない」「現
時点では米経済への直接の影響は小さい」「企業が設備投資を控え、国際的なｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝへの依
存を減らせば、生産性や効率性に悪影響が及ぶ。将来世界の経済にとって負の要素だ。
・高関税は経済をどう変えるか
＝「発動の対象は製造過程で用いる中間財が大半。米国の製造業の生産を増やすことだが、中間
財への『課税』を考えうる中で、最悪の方策だ。すべての製品を他国よりも効率的につくれると考え
るのはばかげている」「高関税が旧来型で技術水準の低い産業への投資を促し、ﾊｲﾃｸ産業への投
資を拒むなど正反対の効果をもたらす」

＊中国、鉄道投資１兆円増…今年　貿易戦争受け内需創出
中国政府は2018年の鉄道建設投資を１兆円超上積みする方針だ。計画している四川省とﾁﾍﾞｯﾄ自
治区を結ぶ鉄道路線などの建設工事を増やす。鉄道建設は08年にも景気対策の柱だった。中国の
鉄道事業は採算が厳しいが、米中貿易戦争で鉄鋼などの需要低迷の恐れがあると判断。鉄道建設
で国内需要を創出し、国内経済を下支えする。

＊中国、消費・投資ﾌﾞﾚｰｷ…7月　債務削減・貿易戦争が影
〇7月の中国経済は消費・投資とも減速が続いた
・小売売上高　＝前年同月比8.8%（6月9.0）ー車や家電が振るわず、
　　　　　　　　　　　家具や日用品は堅調
・固定資産投資＝前年同月比5.5%（6月6.0）ーｲﾝﾌﾗ投資の失速で減速止まらず
・工業生産＝前年同月比6.0%（6月6.0）ー半導体は好調だが車やｽﾏﾎは前年割れ
・輸出＝前年同月比12.2%（6月11.3）ー米国向け減速も日本やASEAN向けが好調
　

＊遺伝子治療薬　年内にも承認…ｱﾝｼﾞｪｽ、国内初
国内初の遺伝子治療薬の登場が近づいている。大阪大学発のｱﾝｼﾞｪｽが承認申請中の「ｺﾗﾃｼﾞｭﾝ」
が年内承認され、第1号になる見込み。ｱﾝｼﾞｪｽは1月、足の血管が詰まる重傷虚血肢の治療薬とし
て国に承認を申請した。「再生医療等製品」となり通常1年の審査期間が短縮され、12月までに承認
が可能。提携先の田辺三菱製薬が販売を行う。

＊ODA、ｲﾝﾄﾞ太平洋7割…「一帯一路」に質で対抗
日本の外務省は8月下旬に2019年度予算の概算要求をまとめる。同省の予算のうち6割は政府開
発援助（ODA)が占め、名実ともに日本外交の重要なｶｰﾄﾞだ。16年の実績をみると７割超はｲﾝﾄﾞ太平
洋地域に集中する。安倍政権が掲げる「自由で開かれたｲﾝﾄﾞ太平洋戦略」の関係国ばかり。ｲﾝﾌﾗ
整備や貿易・投資、海洋安全保障などの分野で協力を深める構想だ。日本企業が進出しやすい環
境でのODAの「量から質」への転換を図る狙いがある。日本政府は中国の返済能力を無視した貸付
で借金を負わせ、代わりに経済権益を奪うやり方に反発している。

＊中央ｱｼﾞｱに一帯一路ﾘｽｸ…中国巨額融資、重い代償
中央ｱｼﾞｱのﾄﾙｸﾒﾆｽﾀﾝが経済危機に陥っている。国家収入の大半を占める天然ｶﾞｽの輸出で中国
依存を深める一方、同国への借金が膨らみ、資金繰りが悪化した。
ﾀｼﾞｷｽﾀﾝも中国から巨額の融資を受ける見返りとして資源開発権を同国企業に譲渡した。ｱｼﾞｱと欧
州を結ぶ「一帯一路」の要衝と位置付けられる中央ｱｼﾞｱでも中国頼みの「ﾜﾅ」が浮き彫りになった。
中国、ｳｸﾗｲﾅも狙う＝中国はｳｸﾗｲﾅなど欧州への統合を目指す旧ソ連の新欧米国にも攻勢をかけ
る。ｲﾝﾌﾗや農業分野への投資を計画。ﾛｼｱは勢力圏と位置づける各国での中国の勢力拡大を容認
しているとの観測もある。「欧州より、中国の方がﾏｼとの見方だ。

＊対米投資　中国締め出し…厳格審査へ新法　議会主導、ﾊｲﾃｸ保全
ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領は13日、外資の対米投資を厳しく審査する新法「外国投資ﾘｽｸ審査近代化法」に署
名した。AIなど米企業の先端技術を守るのが目的で、外資の少額出資なども新たに米当局が厳格
審査する。日本企業も含まれ、時間とｺｽﾄがかさむリスクがある。ﾄﾗﾝﾌﾟ氏が仕掛けた対中関税に続
く米中摩擦の第2弾ともいえるが、今回は与野党が圧倒的多数で新法を可決するなど議員の支持を
得た。中国勢は米国への直接投資を事実上、締め出された状態にある。日本にも影響避けられな
い。
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2018/8/17 指導部

2018/8/17 経済 ＊中国「富豪村」に債務削減の影…地価頭打ち　不動産頼み限界
江蘇省・華西村は中国随一の富豪村として知られた存在だ。前ﾄｯﾌﾟの呉仁宝氏が改革開放に前後
し村営の金属加工工場や製鋼所を整備。村民は村営企業の株式配当で働かずとも十分な収入を
確保でき、戸建て住宅や高級車も無料で支給された。それが、製鋼所などを保有する村営持ち株会
社が400憶元の負債を抱え、のっぴきならない経営状態という。製鋼所は規模に勝る国有大手との
競争にさらされる往時の勢いがなく、土地の貸し出しが収入源になっている。配当代わりに、ﾎﾃﾙの
利用券を配布。地方財政の逼迫に習主席はこの問題に手を打とうとしたが、すでに状況は痛み無く
しては解決できないほど深刻になっている。

＊中国、不動産騰勢再び…地方都市が主導　販売規制に抜け道
人材誘致を名目に販売規制の抜け道を用意した地方都市が値上がりを主導する。中国の不動産ﾊﾞ
ﾌﾞﾙは沿岸部の大都市から、人工が減る辺鄙な街まで広がった形で、将来の急落ﾘｽｸが高まる。
・中国西北部、陜西省の西安市。大学生の党智敏さんは4月に西安籍をとった。大学生なら戸籍は
取れるという、2017年に市が始めた制度を利用。人材誘致を機に西安の不動産上昇率は全国を抜
き、7月も前月比1.2%上がる。
・指導部が旗を振った老住宅の再開発・住環境の劣った居住区の再開発を進める。再開発の立ち
退き保障として現金を渡すことを奨励した。

＊ﾏｶｵ、ｶｼﾞﾉ復調…大手増益　中国本土の客足戻る（1～6月）
ﾏｶｵのｶｼﾞﾉ大手の業績が好調だ。最大手の銀河娯楽集団（ｷﾞｬﾗｸｼｰ・ｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄ）の純利益は72
憶香港㌦（約1千億円）と前年同期比56%増。金沙中国や澳門博彩控股も増収増益となった。中国本
土からの客足が戻り、復調が鮮明だ。今年1～6月の訪問客は前年比8%増の1681万人。7割を占め
る中国本土客は13%増えた。富裕層が41%増、一般客は18%増。富豪でもある呂志和主席は「貿易摩
擦や景気の減速が打撃となるが、長い目で見ると、ﾚｼﾞｬｰや観光の需要が拡大する」。

＊ｹﾞｰﾑ業界、中国ｼｮｯｸ…審査全て凍結　党支配強める
「中国ｼｮｯｸ」がｹﾞｰﾑ業界を揺さぶる。ﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ大手の騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）の人気ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑｼﾘｰｽﾞ
「ﾓﾝｽﾀｰﾊﾝﾀｰﾜｰﾙﾄﾞ（ﾓﾝﾊﾝ）」は当局の指示により発売5日で配信停止となった。さらに3月以降に認
可を申請した新作ｹﾞｰﾑの審査はすべて凍結されている。背景には中国共産党の意向があるとさ
れ、ｹﾞｰﾑ関連の株価は軒並み下落している。世論工作を強化・・ﾃﾚﾋﾞや新聞、映画､ｹﾞｰﾑなど各種
の出版物を監督する従来の国の組織「国家新聞出版広電総局」を３つに解体。発売前の審査などを
担うよう体制を改めた。狙いは「党による世論操作を強化するため」と明言。

＊②
・米議会が動く時「打開策はあるか」
＝「米議会が政策を変えるしかない。1934年の互恵通商協定法で議会が通商政策権限を大統領に
与えたのは、保護主義者からﾛﾋﾞﾝｸﾞを受ける議会より、自由な貿易を唱えやすいと思ったからだ。今
は大統領が逆の立場をとる異常事態」
　　「議会が大統領に委ねた権力を取り戻す法律を通すことは可能だ」
・日本の対応は
＝「日米の２国間交渉で危険なのは米国が言う『自由と公正』が2国間の収支均衡を指すことだ。一
つ一つの国との収支均衡は経済的に意味をなさない。強引に対日赤字削減に動けば、新たな歪み
を生む」
・中国の知的財産権侵害をどう見るか
＝「中国の振る舞いを変えるのは有効な目標だが、高関税に訴える米国の戦術は機能しない。最善
の道は各国が連帯し世界貿易機関（WTO)のﾙｰﾙを改善することだ」

＊ﾃﾝｾﾝﾄ13年ぶり減益…ｹﾞｰﾑ、ﾋｯﾄ商品続かず
中国ﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ大手の騰訊控肢（ﾃﾝｾﾝﾄ）が15日発表した2018年4～6月期決算は、純利益が前年
同期比2%減の178憶6千万元（約2880憶円）となった。13年ぶりに四半期ﾍﾞｰｽで減益となった。主力
のｹﾞｰﾑ事業でﾋｯﾄ商品が続かず、積極的な買収で投資負担もかさみ、業績に急ﾌﾞﾚｰｷがかかった。
さらに、日本以上に人気があったｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ（日本のｶﾌﾟｺﾝ開発のﾓﾝﾊﾝ」がゲーム内容の一部に
中国の政策や法律にそぐわない点があると当局から指摘され、配信が急遽停止になった。

＊牛乳事業（明治HD）、中国で軌道に…安心・安全、ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ浸透
中国では08年に粉ﾐﾙｸに有害物質ﾒﾗﾆﾝが混入する事件が発生。明治HDは13年にｽﾀｰﾄした中国牛
乳事業が軌道に乗ってきた。明治ﾌﾞﾗﾝﾄﾞが浸透し、早ければ今期中に黒字化しそうだ。明治HDは外
資系ﾌﾞﾗﾝﾄﾞで事実上唯一の冷蔵牛乳販売ﾒｰｶｰで、安心・安全とおいしさの両立で、中国で日本を
上回る高価格を実現している。「売上が好調で生産能力が足りない」と八尾文二郎常務執行。

＊ﾛﾎﾞ中核部品　中国で攻防…関節ﾊﾟｰﾂ　日中企業の3強
世界の産業用ﾛﾎﾞｯﾄ販売の3割を占め、最大市場となった中国。ｱｰﾑの関節部分に組み込む小型の
精密減速機の覇権争いが始まった。現地企業が台頭‥減速機はﾓｰﾀｰの回転をﾄﾙｸに換える装
置。作業の精度、ｽﾋﾟｰﾄﾞ、耐久性に至るまで、その性能を左右する。小型の精密減速機の分野は日
本のﾊｰﾓﾆｯｸ・ﾄﾞﾗｲﾌﾞ・ｼｽﾃﾑｽﾞが長年ﾄｯﾌﾟを走り、2000年代まで供給を一手に担ってきた。中国では
ﾛﾎﾞｯﾄ産業育成の政策が着実に実行。小型減速機の分野では中国のﾘｰﾀﾞｰﾄﾞﾗｲﾌﾞ社が台頭、市場
はﾊｰﾓｯｸが4割、ﾘｰﾀﾞｰﾄﾞﾗｲﾌﾞが2割を握る。日本電産も減速機への積極投資に乗り出した。
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＊中国のIT企業、謝罪…「独自開発」実はｸﾞｰｸﾞﾙ
中国のIT関連のｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ企業、紅芯時代科技は17日、独自開発したとしてきたｲﾝﾀｰﾈｯﾄ閲覧ｿﾌﾄ
（ﾌﾞﾗｳｻﾞｰ）が米ｸﾞｰｸﾞﾙの技術をﾍﾞｰｽにしていることを謝罪する声明文を発表した。中国のｽﾀｰﾄｱｯ
ﾌﾟの信頼性が揺らぎかねない事態に発展しており、多くの中国ﾒﾃﾞｨｱも批判している。中国ﾒﾃﾞｨｱに
よると、紅芯時代は15日に2億5千万元（約40憶円）の資金を調達した。世界で5番目にﾌﾞﾗｳｻﾞｰを開
発した初めての中国企業と主張。政府機関や中国の有力企業が利用していると宣伝。

＊薬開発　AIで早く…期間最大3割短縮
新薬開発の期間を人工知能（AI)を使って効率化する技術の開発が産学で進んでいる。がんや認知
症などの新薬候補になりそうな化合物の特徴をAIが学習して絞り込み、効果や安全性にかかる試
験などの時間を大幅に短くする。最大で3割弱の開発期間を短縮し、開発費の削減にもつながると
期待させる。ｱｽﾃﾗｽ製薬はがんなどを治療する抗体医薬の薬効に関わる性質を、抗体を作る前に
AIで予測する技術を開発した。ｴｰｻﾞｲは新たに設計した低分子化合物の薬効を調べる実験をAIで
迅速化した。京都大学は富士通、武田薬品など90社以上と「LINC」ｸﾞﾙｰﾌﾟを結成。薬の標的になる
分子の探索や化合物の改良を支援するAIを作る。

＊中国の国有企業　経営効率が低下…規模の拡大、「質」伴わず
中国の上場国有企業の経営効率が大きく低下している。自己資本利益率（ROE)は10年で半分に落
ち、総資産利益率（ROA)は3分の1近くに低下した。国策に沿った投資や事業展開で経営規模が拡
大した割に利益が伸びてない。習近平政権は規模を拡大し、国際競争力を高めようとしている。だ
が効率化に加え、負債の増加も目だつ。17年末の上場約300社の総負債は10年前の4倍に膨らみ、
初めて10兆元を上回った。

＊不要な細胞で再生医療…JCRなど　歯随やへその緒活用
骨髄由来の幹細胞を使うことが多かった細胞薬品の開発に変化が訪れている。中堅製薬のJCR
ﾌｧｰﾏと帝人は歯髄、日本ﾄﾘﾑ傘下のﾋｭｰﾏﾝﾗｲﾌｺｰﾄﾞ（東京・千代田）と東京大学はへその緒（さい
帯）を使った医薬品の臨床試験（治験）を始める。
骨髄の採取は提供者の身体的な負担が大きい。また、骨髄は海外からの輸入が多い為、輸入先の
国々の情勢が変化するため、調達が不安。歯髄は細胞の増殖性が骨髄の倍という特徴がある。安
定調達、薬の大量生産で医療費が抑えられる。さい帯は増殖能力が高い、免疫抑制機能を持つ、
過剰な免疫反応を抑える。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　来年度予算案…ｲﾝﾌﾗ開発伸び最低
ｼﾞｮｺ政権は目玉政策のｲﾝﾌﾗ開発を減速させる。2019年度（1～12月）予算案では、ｲﾝﾌﾗ開発予算
の伸びが政権発足後で最低となった。代わりに公務員給与・年金や燃料補助金を大幅に増やし、来
春の大統領選挙の受けを狙っている。ｲﾝﾌﾗ開発による高い成長を目指すｼﾞｮｺ政権の大きな方針転
換は、一方で財政悪化や外資の進出鈍化といったﾘｽｸがはらむ。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ財務省によると、19年度
の歳出は18年度予算の10%増となった。一方、ｲﾝﾌﾗ開発予算は18年度予算と比べて2.4%増。ｼﾞｮｺ政
権発足以来、最も低い伸びにとどまった。ｲﾝﾌﾗ開発を抑え、石油会社に支給する燃料補助金を大
幅に増額し、国営石油会社の業績の悪化に対応する。

＊「輸出企業優遇を是正」…日本勢、戦略見直しも
・比財務相の発言要旨（ﾌｨﾘﾋﾟﾝは産業振興策を転換する）
　〇ｲﾝﾌﾗ整備計画に向け、歳入を増やす必要がある。輸出企業への優遇措置による歳入減で経済
成長が妨げられてきた。
　〇法人税引き下げでﾛﾎﾞｯﾄなど革新的な産業を誘致し、中小企業も恩恵が受けられるようにした
い。
　〇8年ぶりに発行した円建て債券（ｻﾑﾗｲ債）は投資家の引き合いが強く、成功した。今後は1年お
きに発行したい。
　〇ﾄﾙｺの通貨ﾘﾗの急落による我が国経済への影響はすぐには表れないだろう。

＊自前販路より　ｱﾘﾊﾞﾊﾞ出店…資生堂・ｺｰｾｰ、対中輸出増
世界の日用品、食品ﾒｰｶｰが中国・ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団などのｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｲﾄを通じ中国輸出を拡大してい
る。中国のﾈｯﾄ通販市場は米国の2倍超で世界最大。ｻｲﾄに出店すれば、巨大ﾈｯﾄ企業の圧倒的な
集客力と物流網で消費者に届く。自前の流通網で中国市場を開拓してきた先発ﾒｰｶｰは、ｱﾘﾊﾞﾊﾞな
どの手を借りた後発組の勢いに押され苦戦している。資生堂は今秋、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ本社がある杭州市に
20人のﾁｰﾑを常駐させ、「天猫（Tﾓｰﾙ）」などの通販ｻｲﾄだけで販売する商品の開発に着手。ｺｰｾｰ
は高級ﾌﾞﾗﾝﾄﾞは丁寧な接客ができる店に限っていたが、従来の路線を変更してTﾓｰﾙで販売する。
日本だけじゃなく、米P&G、米ｸﾛｰｶﾞｰ等も出店。

＊ﾄﾖﾀ　中国生産2割増…日本車　対中依存一段と「先行き政治ﾘｽｸも」
ﾄﾖﾀ自動車は中国で新工場を建設し、現地の生産能力を2倍増強する。同国のEVなど環境車需要
に対応し、投資額は総額1000憶円規模とみられる。収益源の米国市場はﾄﾗﾝﾌﾟ政権の保護政策で
不透明感が広がるなか、日本車ﾒｰｶｰ各社は中国への依存度を強め、2018年には初めて日本車の
中国販売が日本国内を上回る見通し。政治環境の変化が事業に与えるﾘｽｸも増えることになる。

＊「滴滴」配車車輛にｶﾒﾗ10万台・・・AIで道路状況分析　渋滞予測も
世界最大の利用者を抱える中国配車ｱﾌﾟﾘ最大手の滴滴出向は、人工知能（AI)とﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀを駆使し
た自動運転の技術開発を加速する。今年末までに配車ｱﾌﾟﾘの登録ﾄﾞﾗｲﾊﾞｰの車両まず10万台に車
載ｶﾒﾗを設置する。道路状況を映像で収集してﾘｱﾙﾀｲﾑ解析する。膨大なﾃﾞｰﾀをもとに自動運転で
世界の覇権を目指す。
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＊ﾐｬﾝﾏｰ　映画産業が再興…若手製作者が台頭、新風
ﾐｬﾝﾏｰで映画が娯楽として再興してきた。2011年の民政移管後、都市部でｼﾈﾏｺﾝﾌﾟﾚｯｸｽ（複合映画
館）が相次いでｵｰﾌﾟﾝしている。上映機会が増えたことに加え、作品も多様化して質に対する評価も
上がっている。軍事政権下で衰退していた映画産業だが、若い制作者の台頭で活気を帯びている。
18年5月には、ﾐｬﾝﾏｰで初めて映画製作者向けの専門誌が創刊された。

＊高品位鉄鉱石を増産…中国の景気刺激策期待
BHPﾋﾞﾘﾄﾝとﾘｵ・ﾃｨﾝﾄの豪英資源大手2社は鉄鉱石の生産を拡大する。主要輸出先の中国では米
中貿易戦争の鉄鋼需要への影響が懸念されるが、鉄鋼業界で高級鋼の生産増強や生産効率の低
い設備の削減が進み、両社が主力とする鉄分などが多い高品位の鉄鉱石の需要が高まっているた
めだ。中国の景気刺激策の効果も見込み、BHPは生産量を過去最高に引き上げ、新しい鉱山の開
発も始める。
鉄鋼世界需要最高へ「ｲﾝﾄﾞ・東南ｱけん引　鉄鉱石は鈍化も」＝全体の半分を占める中国が伸び悩
む一方、ｲﾝﾄﾞや東南ｱｼﾞｱなどの新興国が成長をけん引する。ｲﾝﾄﾞは18年にも粗鋼生産で日本を抜
き、中国に次ぐ世界2位に浮上する。鉄鋼業界で二酸化炭素の排出量が少ない電炉への生産ｼﾌﾄ
が始まる。また鉄くずを再利用する、そのためか鉄鉱石の需要が伸びない。

＊中国ﾈｯﾄ　迫る摘発の網…企業に保護義務　国家管理色強く
中国がｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨｰ法（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ安全法）の本格運用に乗り出した。ﾈｯﾄの管理強化を定めたﾙｰ
ﾙで、個人情報や当局が定める重要ﾃﾞｰﾀの持ち出し規制を盛り込んでいる。今後関連する指針も相
次いで整備される見込み。中国に進出する日本企業は対策が急務だ。

＊日産、中国生産3割増…武漢に新工場・2拠点増強　1千億円投資
日産自動車は中国に完成車の新工場を建設する。既存2拠点も増強し、2020年をめどに乗用車の
年産能力を3割高める。総投資額は約1000憶円の見込み。稼ぎ頭の米国市場は縮小に転じ、欧州
も先行きが見通しにくい。ﾎﾝﾀﾞやﾄﾖﾀ、独VWも中国での設備増強を計画している。世界大手の中国
への集中投資が鮮明になってきた。ﾎﾝﾀﾞは中国で四輪車の生産能力を2割増やす。米国を抜いて
世界最大の市場となった中国へ各社とも傾斜せざるを得ない。ただ、中国依存の高まりは政治や外
交のﾘｽｸと背中合わせになる。

＊中国で横行する約束破り
上海の南京西路の高層ｵﾌｨｽに上海華信国際集団がある。華信は80憶元（1300憶円）もの公募社
債で債務不履行を起こしている。経営破綻の瀬戸際にあるはずだ。今年に入り社債の債務不履行
をおこしたのは20社強。その大半がなお存続しているのは異様だ。巨大なﾓﾗｰﾙﾊｻﾞｰﾄが横たわる。
ｽﾏﾎやﾊﾟｿｺﾝを通じ個人資金を融通し合うﾈｯﾄ金融は、利便性と高利回りで投資家を引き付けてき
た。投資家からの資金流入が続くのに破綻が相次ぐのは、当局の意向を受けた銀行が運転資金の
供給を絞ったことにある。巨額の債務不履行を起こした企業は救済され、大きな落ち度もない個人
は損失を被る。これではﾘｽｸとﾘﾀｰﾝを合理的に見積もった投資は難しくなり約束を守るメリットもな
い。「約束を守り借りた金は返した方が、最後は得になる」という考え方がようやく芽生えつつあった
ところだ。

＊物流、東南ｱｼﾞｱでﾊﾗﾙ認証…日通など日本勢　ｲｽﾗﾑ市場に対応
日本の物流大手が東南ｱｼﾞｱで、ｲｽﾗﾑ教の戒律にのっとり信者が安心して使えることを示す「ﾊﾗﾙ
認証」を取得する動きが広がってきた。日本通運はｲﾝﾄﾞﾈｼｱで貨物の陸海空輸送から保管までを一
貫した認証を取得。郵船ﾛｼﾞｽﾃｯｸｽはﾏﾚｰｼｱで認証を持つ企業を買収し、受注体制を整えた。ｲｽﾗﾑ
教徒が多い東南ｱｼﾞｱで食品物流などの請負を拡大する狙いだ。東南ｱｼﾞｱで認証をとれば域内だけ
じゃなく、ﾊﾗﾙ食品などの産地であるｵｰｽﾄﾗﾘｱやﾌﾞﾗｼﾞﾙからの輸入業務を請け負いやすくなる。

＊中国・ﾏﾚｰｼｱ　貿易重視…「一帯一路」でも協力
中国の習近平国家主席と李克強首相は20日、北京を訪れたﾏﾚｰｼｱのﾏﾊﾃｨｰﾙ首相と個別に会談
し、農産品の輸入増など貿易拡大で合意した。中国企業が絡むｲﾝﾌﾗ事業の見直しをﾏﾊﾃｨｰﾙ氏が
打ち出したことで隙間風が吹いた両国関係の修復を演出した。米中貿易戦争を睨み周辺国との摩
擦を避けた形だ。
日中の「新幹線」比較「ﾏﾊﾃｨｰﾙ首相が高速鉄道に乗車」‥高額な違約金が発生することで「延期」
も視野に入れている。今後どのような判断を下すのか注目。

＊中国・ﾄﾙｺ　新たな蜜月…巨額融資や企業協力
ﾄﾙｺの官民が豊富な資金を持つ中国に接近している。ﾄﾙｺ政府はｲﾝﾌﾗ整備にあてるため中国国有
銀行から計36憶㌦（約3980憶円）の融資合意を取り付けた。両国の有力企業の提携も相次いでい
る。米国との関係悪化で強まる経済の不透明感を払拭する狙い。新たな経済圏構築を目指す中国
にとってもｱｼﾞｱと欧州を結ぶﾄﾙｺは格好の立地で、進出に積極姿勢をみせる。

＊製薬、米国ｼﾌﾄで挽回…ｱｽﾃﾗｽ・武田、国内上回る収入
医薬品の価格を大幅に抑えることを柱にする今年4月の薬価改定が製薬企業の経営に大きなｲﾝﾊﾟ
ｸﾄを与えている。国内市場に年約7200憶円のﾏｲﾅｽ影響が出るとみられているからだ。収益確保の
ため、経営の軸足を米国に移す動きが広がり、AI導入や早期退職募集など従来にないｺｽﾄ削減に
乗り出す企業も増えた。
武田＝17年5月に日本国内で血液がん治療薬「ﾆﾝﾗｰﾛ」の発売は、米国から約2年遅れ。大日本住
友製薬＝売上高に占める米国比率が5割超。米子会社でﾊﾟｰｷﾝｿﾝ病の治療に伴う副作用を抑える
薬を開発。ｱｽﾃﾗｽ＝従来日米に分かれていた再生医療の研究拠点を17年に米国のﾏｻﾁｭｰｾｯﾂ州
に集約。ｴｰｻﾞｲ＝「中長期では米国が稼ぎ頭になる」（柳良平常務執行役）。
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＊東南ｱ5%成長維持…5ヵ国、4～6月　積極財政が下支え
ｱｼﾞｱ開発銀行（ADB）がまとめた東南ｱｼﾞｱ主要5ヵ国の4～6月期のGDP伸び率は前年同期比5.0%
だった。四半期連続で5%台を維持した。通貨安でｲﾝﾌﾚが進みやすくなり、米国発の貿易戦争で世界
経済が不透明感を増す中、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱなどが財政出動や政策効果で景気の下支えした。ﾌｲﾘﾋﾟﾝはｲﾝ
ﾌﾗ整備が本格化、政府支出が3四半期連続で10%を超える。ﾏﾚｰｼｱは消費税の廃止を決め、個人
消費の伸びが全体を底上げした。ﾀｲは4～6月期も4%台後半の高い成長を維持した、輸出も好調。ｼ
ﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは3.9%成長。

＊「EV大国」開拓へ好機…日中充電規格　20年に統一
日本発の自動車向け急速充電規格「CHAdeMO（ﾁｬﾄﾞﾓ）」普及を担うﾁｬﾄﾞﾓ協議会（東京・港）は22
日、中国（「GB／T）の業界団体と新たな企画作りに乗り出すと発表した。乗用車だけでなくﾊﾞｽやﾄ
ﾗｯｸに対応する高出力の規格を2020年に決める。日中で規格を統一すれば（日中の既存の充電規
格の親和性が高いことも規格統一を後押しした）ｼｪｱは9割を超え、EVを充電する規格の国際標準
になる可能性がある。

＊工作機械、中国向け失速…米中貿易摩擦、投資弱まる
中国による工作機械の「爆買い」にﾌﾞﾚｰｷがかかっている。日本工作機械工業会が21日発表した7
月の受注額は中国向けが5ヵ月連続で前年割れした。全体で13%増と堅調だが、外需の4分の1を占
める中国の落ち込みは好調な受注に水を差しかねない。米中の貿易摩擦への懸念から中国投資に
二の足を踏む動きも広がっているようだ。だが、工作機械ﾒｰｶｰは中国の製造業の成長が続くとの
見方は崩していない。

＊住商、ﾍﾞﾙｷﾞｰで洋上風力…20年めど　世界最大の風車活用
住友商事はﾍﾞﾙｷﾞｰで洋上風力発電所の建設、運営に参入する。2020年に世界最大の1万kw弱の
風車を使った発電所を稼働する。洋上風力を開発する特別目的会社の全株式の30%をﾍﾞﾙｷﾞｰの
ﾊﾟｰｸｳｲﾝﾄﾞ社（ﾙｰﾍﾞﾝ市）から数十億円で取得する見込み。総事業費は約900憶円で25年間にわた
り運営する。用地取得が容易で、電力単価が下げやすい洋上風力への投資は相次いでいる。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱに　「不寛容」の暗雲…存在感増すｲｽﾗﾑ主義
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで経済閣僚を歴任したｷﾞﾅﾝｼﾞｬｰﾙ・ｶﾙﾀｻｽﾐﾀ氏は20年前、ｱｼﾞｱ通貨危機の事態収拾にあ
たった。ｽﾊﾙﾄ大統領に退陣を迫り、30年間の「開発独裁」の幕を引いた人物。7月に来日した際、
「次期大統領選はｼﾞｮｺ氏は確実だが、副大統領に誰が就くかに関心が高い」。ｼﾞｮｺ氏はｲｽﾗﾑ保守
勢力の指導者ﾏｱﾙﾌ・ｱﾐﾝ氏を指名した。懸念がつきまとう。宗教や性的な少数者に対する抑圧の中
心人物との批判有り。民主化により、それまで抑え込まれていたｲｽﾗﾑ急進思想が解き放たれ、次
第に民主主義がむしばむ。そんな皮肉な状況に、今のｲﾝﾄﾞﾈｼｱは置かれている。

＊中国、高機能ﾄｲﾚ普及期…地元勢　洗浄付き値ごろに
中国で便座・便器などﾄｲﾚ市場の拡大が続いている。社会が豊かになって自宅のﾄｲﾚの機能にこだ
わる消費者が増える一方、政府が「ﾄｲﾚ革命」を掲げて全国規模で衛生的なﾄｲﾚの整備を進めてい
るためだ。年率2桁で成長する市場を巡り、値ごろ感が武器の地元ﾒｰｶｰと高機能製品を得意とする
TOTO、LIXILなど日本勢がせめぎ合う構図。

＊日中韓、ｺﾝﾃﾅ追跡拡大…国際物流を効率化
日本、中国、韓国が共同運用しているｺﾝﾃﾅ物流網を拡大する。3ヵ国内の対象港を約4割増やすほ
か、東南ｱｼﾞｱや欧州の主要港にも対象を広げる方針。ｺﾝﾃﾅの位置情報を追跡するｼｽﾃﾑを備えて
おり、対象港を拡充することで把握できる範囲を広げる。ﾄﾗｯｸの荷台部分など運輸機材の共通化も
進め、ｱｼﾞｱを軸とした国際物流の効率化に繋げる。対象港は日本が東京、横浜、川崎、大阪、神戸
の5港。中国は寧波や天津など11港。韓国は釜山や仁川など３港で計１９港ある。今後も増やしてい
く。

＊貿易戦争第２幕…米中景気　負の連鎖「米国　後退早まる恐れ」
米中が２３日、お互いに160憶㌦相当の輸入品に制裁関税をかけ合う措置を発動した。景気減速が
目立つ中国に対し、米国は好調な景気を後ろ盾に強気な姿勢を貫く。だが、貿易戦争は様々な経路
で経済に悪影響を及ぼし、米国も深手を負うだろう。
・中国を追い込むﾘｽｸ＝世界1位の経済力と軍事力、そして基軸通貨の㌦ーー。米中の応酬をみて
いると、つくづく米国はｽｰﾊﾟｰﾊﾟﾜｰだと気づく。こんな「怪物」に敵意を見せられたら、世界第2の経済
大国も防戦に追われる。経済の理屈で言えば、米中のﾁｷﾝﾚｰｽは米国に有利。米国の対中輸出額
は約1300憶㌦で中国の3割弱に過ぎない。高関税をかけ合って、打撃が大きいのは中国。中国のﾒ
ﾝﾂを立てながら望ましい方向に誘導する圧力として、最良の方法がTPPだった。過熱する貿易戦争
は泥沼化の様相で、決着は見通せない

＊中国　米AI企業取り込み…貿易戦争下、重慶で博覧会
米国と中国の貿易戦争「第２幕」に入るなか、中国内陸部の重慶ではAIをﾃｰﾏとした国際博覧会が
開かれている。中国政府は2030年にAI関連市場を160兆円規模にする目標を掲げ、米国企業の先
端技術を取り込もうと秋波を送っている。米国企業もその商機を見逃せない。貿易戦争が新たな段
階に入ったものの、習最高指導部は対話にによる解決策を探る動きを止めていない。博覧会には半
導体ﾒｰｶｰのｸｱﾙｺﾑ、米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ等中国市場を重視してきた企業に加え、米ｸﾞｰｸﾞﾙも招いた。技術
強国を目指す産業政策にはAIは欠かせず、その関連技術で中国企業は米国に劣っているためだ。
中国側は米国企業との連携強化を狙っており、その誘い水になっているのは中国市場の巨大さだ。

＊米で株式公開　中国勢急回復…IT中心に大型案件
中国企業の新規株式公開（IPO)が米国株式市場で急回復している。2018年はEC大手などIT企業を
中心に大型の上場が相次ぎ、調達金額は前年実績を上回った。米中貿易摩擦はあるが貪欲に成
長を追うﾏﾈｰの流れは止まらない。中国勢の米IPOが今年急増した理由について「欧州やｱｼﾞｱに比
べ公開時や流通市場で高い価格が付きやすい」環境にあることを告げる。
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＊中国IT、内陸部にも軸足…政府の動きに呼応
中国のIT大手が中国内陸部でAIを使った事業を拡大する。AIをﾃｰﾏに今月、重慶で開かれた博覧
会にはIT大手が軒並み顔をそろえ、総額10兆円近くの契約がまとまった。米中貿易戦争を受け、中
国政府が景気刺激を狙い発展の遅れている内陸部のｲﾝﾌﾗ投資拡大に乗り出した動きに呼応。各
社は内陸部の地方政府や有力企業と組むことで高い成長の持続を目指す。
重慶市の強み＝「重慶は国家の発展と対外開放で特別に重要な役割を担っている。習近平総書記
から内陸部開発の拠点となるだけでなく、広域経済圏構想『一帯一路』と長江経済圏の連結点の役
割を発揮するよう指導を受けた」と重慶ﾄｯﾌﾟの陳敏爾氏。

＊中国ｼｪｱ経済に試練…車相乗りの一部　滴滴が無期限休止
中国配車ｱﾌﾟﾘ最大手の滴滴出行は28日、同じ方向に向かう乗客が相乗りする一部ｻｰﾋﾞｽを無期限
で休止すると発表した。同ｻｰﾋﾞｽの利用者が殺害される事件が続いたための措置。ｼｪｱ自転車でも
過当競争で運営企業の経営不振が相次ぐ。100兆円規模とみられる中国のｼｪｱ経済に、急拡大の
ひずみが目立っている。ｼｪｱ自転車でも価格競争が激しく、思ったほどの利益が上がらない。街中
の放置自転車も社会問題になった。保証金の未返還ﾄﾗﾌﾞﾙなども重なり、新興企業の倒産相次ぐ。
しかし、当面は30%以上の成長率が続くとみる。

＊企業、高関税回避へ動く…米中摩擦　対応に苦慮
米国と中国がお互いに制裁や報復関税の品目を拡大し貿易戦争に収束の兆しが見えないなか、日
本企業が生産地の変更などで影響回避に動き始めた。旭化成やｺﾏﾂは米国向けの製品や部品の
中国生産を見直す。ただ生産の切り替えが短期間でできるｹｰｽは限られている。米当局に例外扱
いを認めてもらう手続きなど、さまざまな手段での対応が広がっている。
　　主な対応・・①生産地や調達の切り替え②現地生産を拡張
　　　　　　　　　 ③適用除外の申請④関税を支払う

＊米中の相克・「過剰供給」忍び寄る足音…報復関税、調達ｼﾌﾄ呼ぶ
「大豆輸出は過去最高が見込まれる」。農業団体のﾌﾞﾗｼﾞﾙ油糧種子工業会は、ﾌﾞﾗｼﾞﾙ産大豆の現
物価格も最高値を更新。米中貿易戦争の「漁夫の利」にほくそ笑む。世界の輸入量の6割を占める
中国は米との貿易戦争を見越し「春からﾌﾞﾗｼﾞﾙで大豆を買いあさっていた」（日系商社）。米国産大
豆を欧州に振り分けたが、米国産の大豆は市況低下に陥っている。ﾄﾗﾝﾌﾟ政権は慌てて補助金を投
じるとしたが、農家の不満は収まらない。中国の次の狙いはLNGだ。中国石油天然気集団から25年
の長期売買契約を取り付けて年120万㌧を輸出する計画だった。崩れる国際分業・・中国通信機器
大手の中興通訊（ZTE）は米国から半導体を調達できず、ｽﾏﾎや通信機器を生産できなくなった。中
国で自前で作れる半導体は約2割。高関税で国際分業のﾊﾞﾗﾝｽが大きく崩れれば、価格の乱高価
や高失業など世界経済にも高いｺｽﾄとなって跳ね返りかねない。

＊供給網に亀裂　経済に影…米の対中制裁　狙い裏腹
米国でｴｱｺﾝと並んで化学製品も展開するﾀﾞｲｷﾝ。同社が作るフッ素樹脂の一つである「ﾎﾟﾘﾃﾄﾗﾌﾙｵ
ﾛｴﾁﾚﾝ（PTFE)」など3品目の樹脂が、米国が23日発動した中国への制裁関税の対象品目に含まれ
た。「こんなﾆｯﾁな製品に関税をかけても制裁にはならないのでは」と訴えた。実は中国企業を狙い
撃ちにしているようで、大きな被害を受けるのは米企業だ。「中国からの輸入品」の多くが米国企業
のものだからだ。
・米半導体業界によると、輸入品の6割近くは米国企業が設計し、付加価値の低い組み立てなどの
「後工程」だけを中国の委託先で手掛けて輸入したりした製品だ。日米欧のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業は中国に
生産拠点を設け、網の目のように複雑な供給網を築き上げた。いったん築いた供給網の再構築は
容易ではない。

＊ｴｰｻﾞｲ、来期前倒し達成…営業益1020憶円超の目標
ｴｰｻﾞｲは中期経営計画の利益目標を1年前倒しで達成する見通しだ。連結営業利益で1020憶円超
を稼ぐ目標の達成時期を2020年3月期に前倒しする。利益を押し上げるのは米製薬大手ﾒﾙｸとの提
携で得る資金だ。今後は成長分野に位置づける認知症新薬の開発を加速する方針だ。増益で寄与
するのが、抗がん剤「ﾚﾝﾋﾞﾏ」。米ﾒﾙｸと共同開発・販売で提携した。がん細胞の増殖を阻害する効
果があり、競合薬と比べがんの縮小効果が大きいとされる。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　中国車発信…日系の牙城　低価格で挑む「東風・上海汽車」
中国の自動車ﾒｰｶｰが東南ｱｼﾞｱ最大の新車市場、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱを開拓している。東風汽車集団がSUV
の投入で本格参入し、2017年に進出した上海汽車集団はﾐﾆﾊﾞﾝで存在感を増す。東風は地場企業
との合弁を通じ、「DFSK」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞでｲﾝﾄﾞﾈｼｱに進出し。7月末にSUV「ｸﾞﾛｰﾘｰ580」を発表した。中国最
大の上海汽車と米GMの合弁会社「五菱（ｳｰｻﾝ）」。同じｸﾗｽの日本車より約80万円安いﾐﾆﾊﾞﾝ「ｺﾝ
ﾌｪﾛ」で注目を集めている。ただ、製品の品質も含めて、東南ｱｼﾞｱでは中国への信頼感は必ずしも
高くない。中国ﾒｰｶｰは「日本車と競争するではなく、新たな市場を開拓する」と意気込む。

＊華為・ZTE　５G参入禁止…豪政府　中国包囲網広がる
中国通信機器の２大ﾒｰｶｰの華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）と中興通訊（ZTE)が、ｵｰｽﾄﾗﾘｱ政府から次世代高
速通信「５G」の参入を正式に禁止されたことが２３日、明らかになった。中国ﾒｰｶｰ側に重要情報が
漏洩することを危惧した。米国も中国２社に対し、厳しい参入制限を行っている。中国包囲網が世界
で広がってきた。第４世代の設備ではﾌｧｰｳｪｲのｵｰｽﾄﾗﾘｱのｼｪｱは５割と高い占有率を誇っている。
次世代ﾃｸﾉﾛｼﾞｰを担う通信技術の「５G」の参入を禁止され、大きな痛手となる。

＊ｱﾘﾊﾞﾊ、生鮮に照準…ﾈｯﾄ宅配に誘導「倉庫としても活用」
中国のﾈｯﾄ通販最大手、ｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団が生鮮ｽｰﾊﾟｰﾏｰｹｯﾄの出店を加速している。2018年の出店計
画を60店舗から100店舗に上方修正した。店舗に倉庫としての機能を持たせることで、ﾈｯﾄ宅配の拠
点として多重活用する。利便性を武器に店舗からﾈｯﾄ宅配に顧客を誘導し、これまでｽｰﾊﾟｰが担っ
てた生鮮品ﾋﾞｼﾞﾈｽへの浸食を狙う。ｱﾘﾊﾞﾊﾞのﾀﾞﾆｴﾙ･ﾁｬﾝCEOは新小売事業はﾈｯﾄと実店舗を融合
させた戦略を指す。ﾈｯﾄ通販では難しかった生鮮品市場で大きなｼｪｱを確保できる可能性があるた
めだ。
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＊ZTE、最終赤字1280憶円…1～6月米制裁ﾀﾞﾒｰｼﾞ大きく
中国通信機器大手の中興通訊（ZTE）は30日、1～6月期の最終損益が78億元（約1280億円)の赤字
となった。前年同期の23億元の黒字から一転、大幅赤字に転じた。4月から3ヵ月にわたって米国か
ら制裁を受け、主力のｽﾏﾎや通信設備の生産ができなくなり、主要業務がほぼ全てｽﾄｯﾌﾟしたことが
影響した。制裁は7月中旬に解除されたが、今後も厳しい経営状況は続きそうだ。現在の受注状況
は去年とほぼ同じ水準とのこと。

＊香港・東亜銀行　100年目の改革…迫るﾌｨﾝﾃｯｸ
創業100年の歴史を持つ香港資本の銀行大手、東亜銀行がIT化で転機を迎えている。香港はもとも
と200行近くがひしめく「銀行過剰」の地だが、中国本土発の最新ﾌｨﾝﾃｯｸが迫りくる。東亜銀行はIT
を生かして支店面積を2割減らすとともに、仮想銀行に参入する方針。隣接する中国広東省の成長
力を改めて取り組む体制を整えている。
＊ﾍﾞﾄﾅﾑの経済特区難航…中国勢進出懸念しデモ
ﾍﾞﾄﾅﾑ政府が検討している初めての経済特区の設置が難航している。最長99年間の土地使用を認
め、ｶｼﾞﾉを解禁するなど様々な特典を与え、外資の誘致を狙う。しかし中国企業の進出を懸念する
国民が猛反発し、6月には異例の大規模ﾃﾞﾓまで起きた。行政手続きも簡素化するなど大幅な規制
緩和で企業の誘致が増えると見込まれていた。6月下旬、ﾊﾉｲ市、ﾎｰﾁﾐﾝ市、ﾆﾝﾄｩｱﾝ省など全土で
大規模なデモが発生した。工場や商店が破壊され、逮捕者数は千人以上に上った。公安警察が国
民の動きを監視し、ﾃﾞﾓや暴動が少ないﾍﾞﾄﾅﾑでは異例の事態だった。ﾃﾞﾓが最も激しかった南部ﾋﾞﾝ
ﾄｩｱﾝ省は特区の候補地でもない片田舎の街だ。「暴動者は金で雇われた」との現地報道有り。暴動
をあおった可能性も否定できない。

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　日本流宅配…住商、ﾘｯﾎﾟｰ系に出資「零細店と組み物流網」
住友商事はｲﾝﾄﾞﾈｼｱの宅配事業に参入する。大手財閥ﾘｯﾎﾟｰ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ傘下の物流企業に出資。日
本の物流ﾉｳﾊｳとﾘｯﾎﾟｰの小売店の基盤を組み合わせて物流網を構築する。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱは、ﾈｯﾄ通販
や個人間取引など宅配が必要になる消費が広がるものの、島しょ部が多く、物流網も未整備だっ
た。先進国の物流企業の進出も遅れ、商機が広がると判断した。

＊国営企業　強まる統制…経済貢献要求　収益力に懸念
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの国営企業に対するｼﾞｮｺ政権の統制が強まっている。国営石油大手ﾌﾟﾙﾀﾐﾅは29日、新社
長にｶﾞｿﾘﾝ価格の安定や資源の国有化で政権に忠実な女性経営者を据えた。ｼﾞｮｺ政権は国際競争
力の強化を目指す国営企業改革を進めてきたが、足元では2019年の大統領選をにらんだ同国経済
への「貢献」を求める。国営企業の肥大化や収益悪化の懸念が高まる。


